
附 属 明 細 書
\ 固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第87特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第91資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）及び減損
損失累計額の明細 （単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高

減価償却累計額 減損損失累計額

差引当期末残高 摘要
当期償却額 当期損

益内 当期損益外

有形固定資産
（償却費損益内）

建 物 375¶407¶173 36¶265¶177 1¶492¶128 410¶180¶222 116¶428¶063 28¶983¶578 0 0 0 293¶752¶159

構 築 物 16¶285¶179 2¶363¶127 0 18¶648¶306 4¶209¶122 1¶060¶707 0 0 0 14¶439¶184

車 両 運 搬 具 6¶890¶809 0 0 6¶890¶809 6¶201¶729 0 0 0 0 689¶080

工 具 器 具 備 品 2¶255¶038¶423 135¶408¶674 178¶292¶561 2¶212¶154¶536 1¶224¶575¶737 535¶316¶779 2¶876¶694 0 2¶876¶694 984¶702¶105

計 2¶653¶621¶584 174¶036¶978 179¶784¶689 2¶647¶873¶873 1¶351¶414¶651 565¶361¶064 2¶876¶694 0 2¶876¶694 1¶293¶582¶528

有形固定資産
（償却費損益外）

建 物 39¶212¶774¶429 0 59¶124¶973 39¶153¶649¶456 9¶596¶876¶014 1¶038¶712¶059 352¶506 0 0 29¶556¶420¶936

構 築 物 96¶209¶924 0 366¶240 95¶843¶684 58¶702¶777 4¶267¶460 0 0 0 37¶140¶907

工 具 器 具 備 品 271¶891¶128 0 7¶818¶380 264¶072¶748 205¶852¶154 4¶952¶983 0 0 0 58¶220¶594

計 39¶580¶875¶481 0 67¶309¶593 39¶513¶565¶888 9¶861¶430¶945 1¶047¶932¶502 352¶506 0 0 29¶651¶782¶437

有形固定資産
（非償却資産）

土 地 11¶871¶190¶060 0 904¶434¶000 10¶966¶756¶060 0 0 1¶333¶622 0 0 10¶965¶422¶438

建 設 仮 勘 定 9¶030¶000 103¶958¶148 0 112¶988¶148 0 0 0 0 0 112¶988¶148

計 11¶880¶220¶060 103¶958¶148 904¶434¶000 11¶079¶744¶208 0 0 1¶333¶622 0 0 11¶078¶410¶586

仙台第二国際
交流会館

留学生宿
舎

建物、
構築物

宮城県仙台市宮
城野区東仙台 127¶543¶585 31¶704¶696 95¶838¶889

駒場国際交流
会館

留学生宿
舎

土地、
建物、
構築物

東京都目黒区駒
場 1¶485¶967¶466 1¶485¶967¶466 0

祖師谷国際交
流会館

留学生宿
舎

土地、
建物、
構築物

東京都世田谷区
上祖師谷 4¶878¶692¶210 4¶853¶783¶348 24¶908¶862

大阪第一国際
交流会館

留学生宿
舎

土地、
建物、
構築物

大阪府吹田市津
雲台 1¶217¶333¶597 1¶217¶333¶597 0

大阪第二国際
交流会館

留学生宿
舎

建物、
構築物

大阪府大阪市北
区神山町 659¶607¶386 624¶764¶886 34¶842¶500

広島国際交流
会館

留学生宿
舎

建物、
構築物

広島県広島市中
区広瀬北町 551¶749¶474 551¶749¶474 0

計 ` ` ` 9¶655¶165¶381 9¶457¶461¶256 197¶704¶125
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] 不要財産となった理由
「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成22年12月７日閣議決定）において、
機構が講ずべき措置として、留学生宿舎等（国際交流会館等）の設置・運営については、大学・
民間等への売却を進め、機構の事業としては平成23年度末に廃止することとされ、国際交流会
館等（13か所）の譲渡により生じた収入の額は、政府支出の比率に応じて国庫納付することと
されました。
このことを受け、第２期中期計画において、「独立行政法人通則法第三十条第二項第四の二号
で定める不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産の処分等に関する計画」として、
「国際交流会館等については、大学・民間等への売却を進め、平成23年度末までに設置・運営
を廃止」し、「国際交流会館等（13か所）の譲渡により生じた収入の額は、政府支出の比率に応
じて国庫納付する」旨の追記に係る変更認可を受けました（平成23年３月31日）。

^ 国庫納付等の方法
現金にて納付

_ 譲渡収入による現金納付を行った資産に係る譲渡収入の額
6¶390¶087¶450円
（うち、国の支出を財源として取得した資産の譲渡収入額6¶268¶479¶349円）

` 国庫納付等に当たり譲渡収入により控除した費用の額
340¶454¶958円

a 国庫納付額
5¶928¶024¶391円

b 納付年月日
平成24年４月13日

c 減資額
該当ありません。
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